２０１５年度北海道教育庁への「要求と提言」

１．学校栄養士・栄養教諭関係
（１）食育推進体制の整備等に係る改善方策については平成25年３月に、「全職員が継続的かつ体系な食に関する指導の必要性や考え方を理解すること」など7点にわたって示されている。道が平成25年11月の調査において把握した各学校の取り組みについてお示しいただきたい。
また、教職員全体で取り組む食育が推進されるよう指導・助言されているが、その後の取り組み拡大について実績があれば具体的にお示しいただきたい。

（２）食物アレルギー対応や食に関する指導など業務が大幅に増加していることから、実態をふまえ、栄養教諭及び学校栄養職員の配置基準を見直し、基礎定数の拡充を国に対して強く求めること。
また、配置基準について国の考え方と北海道の地域事情に乖離があると考えるが、栄養教諭、栄養職員、給食調理員、給食関連職員が連携をはかるにも限界があり、北海道教育庁として配置についてどのように考えているかをお伺いしたい。
（３）食物アレルギーを有する児童生徒への対応について、学校職員全員の共通理解が必要であると考えてえる。道としても「栄養教諭などの専門職員のほか、教職員全体での理解や協力が必要なことから、これらの職員を対象とした研修会等においても指導がはかられるよう、検討してまいりたい」との回答であったが、実態として栄養教諭が責任者として関与している状況にある。研修体制のより一層の充実と教育委員会の積極的な関与が重要と考えるが北海道教育庁としての考えをお伺いしたい。

（４）学校給食における「食育」の推進は、栄養教諭ならびに学校栄養職員の職務であることは十分に認識しているものの、広く教育としての「食育」の推進は家庭・地域、そして学校全体の責務であると考える。
道は効果的な食育の推進方策として「栄養教諭を中核とした食育推進事業」を実施していると回答されているが、成果をどのように教育行政として給食に反映をさせるのか、具体的な考えがあればお伺いしたい。
２．給食関係
（１）学校給食の衛生管理基準と食の安全の水準確保について
全国的に児童・生徒の生命に関わる重大な給食事故・食中毒が依然後を絶たない状況にある。また、文科省が今年3月26日付けで通知した『今後の学校の学校給食におけるアレルギー対応について』『学校給食における食物アレルギー対応に関する調査研究協力者会議報告書』のなかで都道府県・市区町村教育委員会等における食物アレルギー対応として、「研修会等について、一定の質を確保しつつ、管理職や教諭、養護教諭、栄養教諭、調理員、その他給食関係者など、職種に関わらず、全教職員がアレルギー対応について学ぶ機会を提供すること」「緊急時の対応として『エピペン®』の法的解釈や取扱いについて校内でも周知をはかるとともに、教職員誰もが『エピペン®』を扱えるようになることを目指し、そのための実践的な研修の実施が必要である」としている。

また、調査結果として「調理場における課題としては、アレルギー室等の整備や調理機器・器具等の整備、アレルギー物質の混入防止、調理員増員」などがあげられている。

道として、昨年度と今年度に実施した、関係職員の危機管理意識、衛生管理知識の徹底と向上にむけた講習会、研修会の開催状況と内容、参加人数についてお示し願いたい。

また、重大な給食事故防止に向けた施設設備の改善、調理員の人員配置について、道としての考えをお聞きしたい。
（２）学校における食育推進について
文科省が策定した『第２次食育推進基本計画』のなかでは「取り組むべき施策豊かな食文化を醸成するため、高度な調理技術を備えた専門調理師等の活用を図る」「管理栄養士や栄養士、専門調理師や調理師等の養成を図るとともに、食育の推進に向けてその多面的な活動が推進されるよう取り組む」「都道府県や市町村における管理栄養士等の配置を推進するとともに、管理栄養士や専門調理師等の資質向上のための研修会等を開催する」ことが明記されている。

現在、道内の各自治体において専門調理師、調理師、食育推進員の資格を有する学校給食調理員、また、資格の取得を目指している職員が多数存在しており、昨年度の道からの回答でも、「専門調理師や調理師、食育推進員の資格を有する学校給食調理員に協力を得ることは意義あることと考えている。」との見解が示されたが、今年3月に新たに策定された『北海道食育推進計画（第３次）どさんこ食育推進プラン』の中に資格を有する学校給食調理員の関わりについては全く明記されておらず、実践・協力に至れない現状にある。

今後、『学校における食育』が効果的に推進されるためにも、道内の各自治体において、資格を有する学校給食調理員の有効活用がはかれるよう、道として促していただきたい。

また、「学校給食調理講習会」において関連資格等の情報提供がどのようにされたのかお聞かせ願いたい。
（３）調理員の災害支援体制について
今年度、全国各地において地震や風水害等の自然災害が多発し、道内においても避難勧告の発令や学校において避難所が開設された事例がある。災害発生時に学校や給食センターが避難所や防災施設となった場合に非常炊き出し施設として活用されることを踏まえた学校給食施設の防災機能の整備について、道が｢学校給食施設整備費補助金｣の活用を含めて、実施した事例または計画等があればお聞きしたい。
３．教育環境の整備と充実
（１）文部科学省では独立行政法人教員研修センターと連携しながら、各地域で指導的な役割を果たす学校安全を担当する教職員等（学校用務員を含む）に対して防災教育などに関する知識を習得するための研修が行われており、平成24年度からは全都道府県で実施できるよう予算の拡充がはかられている。これらの研修を受けた教職員が市町村において研修を実施できるよう、用務員を含めた学校教職員全員が研修を受けられるよう促すとしている。
北海道が今年度行った研修の開催状況と参加者の職種内訳および、研修で使用した資料の提供と、各地域での活用状況を把握しているのであれば伺いたい。合わせて今後の具体的な計画があればお伺いしたい。
（２）地震や風水害など自然災害によっては、広域に被害が及ぶこともあるため、道や市町村、学校が連携を密にすることは重要であると考える。9月に札幌市をはじめ道内各地で発生した大雨による水害では、避難経路や避難所のあり方で不安視する声も聞く。

文部科学省では災害発生時の避難所協力について学校の施設や地域の実情を十分に把握していく必要があることから学校用務員も含め学校全教職員の体制で学校防災対策づくりをすることが重要であるとされている。北海道教育庁としての考え方と具体的な取り組みがあればお伺いしたい。
（３）学校用務職場では脚立や梯子などでの高所作業中の転落死亡事故が東京都の公立小中学校で相次いで発生したほか、2011年６月にも横浜市の公立中学校で同様の転落死亡事故がおきている。電動工具等機械操作中の切傷事故なども含め、事故の大小の関わらず全国的に公務災害が発生している現状がある。
さらには事故を目撃するなどした児童・生徒への心のケアなど影響もある。
自治体の行革推進により学校用務員が配置されていない、または委託されている学校もあり、学校行事の準備等では学校用務員だけでなく学校教職員がこうした危険作業にかかわる実態がある。
北海道内の学校で、教職員によるこうした公務災害の状況や件数などを把握しているのであれば教えて頂きたい。また、道教育庁として、学校内で公務災害が起こることに関して、どのように考えているのかお伺いしたい。
